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はじめに 
 

 
国土交通省では、平成 25 年度より 10,000m3 以上の土工を含む直轄工事で「TS を用いた出来

形管理（土工編）」を使用原則化すると共に、①「TS を用いた出来形管理（土工編）（10,000m3 未

満の土工」、②「MC（モータグレーダ）技術」、③「MC・MG（ブルドーザ）技術」、④「MG（バックホ

ウ）技術」、⑤「TS・GNSS による締固め管理技術」の５つの情報化施工技術を今後５ヶ年の一般化

推進技術と位置づけて更なる普及促進に取り組んでいます。 
情報化施工技術の普及・推進に向けては、利用者が高度・高機能な技術を使いこなし、トラブル

への迅速な対応や機能の応用など、技術の持つ能力を最大限に活かすノウハウを修得することが

不可欠です。 
また、「TS を用いた出来形管理（土工編）」については、本技術を用いて受発注者が出来形に

ついて共有することが必要となります。 
本現場対応集は平成 25 年度時点の調査結果を元に、情報化施工技術の特徴を活かすノウハ

ウの一部として、現場でのトラブル対応や工夫をとりまとめたものです。 
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１. 現場対応集の構成と使い方 

 
TS を用いた出来形管理は、設計データを搭載した TS により、計測と同時に出来形確認が可能で、

帳票作成を自動で実現することが出来る技術である。 
本技術は施工者の出来形管理、発注者の出来形検査に技術であることから、施工者向けの施工

管理要領、発注者向けの監督・検査要領により、道具を適切に利用する方法が定められている。 
本書の構成は、下記の施工の流れに沿って、TS を用いた出来形管理技術の円滑な現場運用に

向けた、留意点と事例で構成されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本書の構成 

2．設計図書の貸与 P19

3．施工計画の受理・確認 P22

5．基本設計データの確認 P27

6．出来形管理状況確認、検査 P30

4．工事基準点の設置状況確認 P25

施工者 発注者

機器・ソフト
ウェア等の
準備段階

施工計画・
準備段階

出来形管理、
検査段階

発注段階

・施工計画書の作成

・設計図書の照査、起工測量結果
の反映

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

監督事項
・工事基準点の指示
・工事基準点の設置状況の確認

監督事項
・出来形計測状況の立会い確認
・出来形管理帳票の確認
・出来形計測データの立会い確認

・書面検査
・実地検査

・設計図書等の準備
・積算
・評価項目の設定

（総合評価落札方式の場合）

・機器、ソフトウェアの選定、調達

監督事項
・施工者による照査状況の確認

・基本設計データの作成
・基本設計データの照査

施工段階 道路土工・河川土工

発注【発注担当者】

・工事基準点の設置

監督事項
・施工計画書の確認・受理

・設計図書等の貸与

検査事項
・書面検査
・実地検査

本手引きの対象範囲



 

２. 提案

２.１  

２.１.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

※ 

 

案事項や指定

施工計画書の

１ 利用す

号 施工計

者分類 監督職

Ｑ ①TS

級あ

②2 級

Ａ ①2 級

能以

は、

登録

 

 
 
 
 
 
 
 
②2 級

あるい

  MC
てい

ん。

達を

TS
   

 
 
 
 
 
 
 

説明】 

TS を用いた出

高や幅員を算

検・校正が必要

 
・土地理院に

を推奨）。 
・量機器メー

精度管理の校

定事項の履行

の受理段階 

するシステム

計画 － 

職員 

出来形管理で

あるいは 3 級と

級あるいは 3 級

級あるいは 3 級 T
以上を有してい

以下のとおりで

録を行っており、

【2

級あるいは 3 級

いはＢ区分以上

C で用いる TS
いますが、公共

しかし、MC な

を防止できます

の利用を認める

出来形管理では

算出します。TS
要です。適正な

において測量機

ーカが発行する

校正書や証明書

行確認ポイン

ムの判断につ

① 

質問種

利用できるトー

はどのような機

級相当とは、どの

TS とは、国土地

いる測量機器の

です。また、国土

、この制度に登

級・3 級 TS の

級相当の機器とし

があげられます

などの一部の機

測量での活用を

などで利用してい

す。そこで、同等

ることができます

は、テープやレ

は精密機器で

な精度管理の実

機器の検定機関

校正証明書（1
書は、校正日か

3 

ント 

ついて 

種別 要領

ータルステーショ

機器ですか？

のような機器で、

地理院が公共測

の使用を義務付

土地理院は、公

登録された TS（機

の性能分類（抜

しては、JSIMA
す。 
機種は、国土地

を想定していな

いる TS を現場

等の性能を示す

す。 

JSIMA 規

レベルではなく、

であり、計測精度

実施は以下のい

関として登録され

1 年以内）。 
から 1 年以内であ

領 

ョン（TS）として、

どのように確認

測量（基準点や

付けており、この

公共測量を行う際

機種）のことです

抜粋）】・・・詳細は

A（測量機器工業

地理院が定める

ないので、国土

場での出来形管

下記性能区分

規格での確認例

TS で得られる

度を確保する為

いずれかが該当

れている第３者機

あることを確認し

、2 級あるいは

認できますか？ 

や水準点測量等

の性能区分を指

際に利用できる

す。 

は公共測量作業

業会規格）101

る 2 級あるいは 3
地理院の認定

管理に活用する

に適合している

例 

る測距、測角から

為には、所定の

当する成績書で確

機関が発行する

します。 

3 級相当とあり

等）を行う際に、

指しています。性

る TS を機種毎

業規程 

1/102 による適

3 級と同等の性

定を受ける必要が

ことで、機械の

ることを理由に、

ら座標値を取得

の計測性能と定

確認します。 

る検定証明書（

ますが、2

所定の性

性能区分

毎に認定・

適合区分Ａ

性能を有し

がありませ

無駄な調

、これらの

得し、基準

定期的な点

（1 年以内



 

２.１.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 
※ 

 

 

２  利用で

号 施工計

者分類 監督職

Ｑ トータ

ンとの

Ａ トー

タを含

TS
ータコ

 

①TS

②設計

る必

技術

（h

③TS

PC

合わ

総合

（htt

 

【一体

 

 

 

 

説明】 

TS を用いた

形値の差を表

所が規定する

している TS が

実際の利用段

る“TS の機能

を確認してくだ

できる TS に

計画 － 

職員 

ルステーション

の違いを教えてく

ータルステーショ

含む）に出来形管

とデータコレク

コレクタ（あるいは

を利用するだ

計データとの比

必要があります

術政策総合研究

http://www.gi

には、システ

と TS 本体を

わせて利用する

合研究所のホー

p://www.gis.n

体型の場合】   

出来形管理は、

表示できるシステ

る“TS の機能要

が必須です。（h

段階では、各メー

能要求仕様書”に

ださい。 

について 

③ 

質問種

ンを用いた出来

ください。 
ョンを用いた出来

管理を行うため

クタが別体となっ

は PC）と利用可

だけでは TS 出

比較や計測結果

す。利用可能な

究所のホームペ

s.nilim.go.jp/t

ムを TS 本体

接続して利用

ることができま

ームページで公

nilim.go.jp/ts/i

        

、従来の TS の

テムを指します。

要求仕様書” に

http://www.gi

ーカの仕様書や

に準拠した機能

4 

種別 要領（

来形管理で利用

来形管理では

めのソフトウェアを

っている場合は

可能な TS 本体

来形管理には

果の記録を、ル

なシステムは、

ページで公開さ

ts/index.html

に組み込んだ

する別体型が

ます。組み合わ

公開されていま

index.html）

        

のような測距、測

。したがって、利

に準拠した機能

is.nilim.go.jp/

やカタログなど

能を有する TS（

７頁） 

するトータルス

、測距・測角を

を組込んだトー

は、出来形管理

体（接続ケーブル

該当しません

ルールに従って

、開発メーカの

されています。

l） 

一体型と、シ

があります。別

わせの可否につ

ます。 

【別体型の場合

測角だけでなく

利用する TS は

能を搭載あるいは

/ts/info_goal.h

で、国土交通省

（あるいは TS に

ステーションと一

行うトータルステ

ータルステーショ

理を行うためのソ

ルなど）のシステ

。 

て実施できるシ

の申請に基づい

 

ステムを搭載

体型では、同一

ついても、国土

合】 

、現場での計測

は、国土交通省国

は機能を搭載し

html） 

省国土技術政策

に接続可能なデ

A 社製 A10

X 社製 TS

一般のトータルス

テーション（デー

ョンを利用します

ソフトウェアを搭

テムの一式を指

システムとし

いて、国土交

したデータコ

一メーカ以外

土交通省国土

測と同時に設計

国土技術政策

したデータコレク

策総合研究所

データコレクタ）で

00 機種対応型 

S 出来形ｿﾌﾄｳｪｱ

ステーショ

ータコレク

す。 
搭載したデ

指します。 

て利用す

通省国土

レクタや

でも組み

技術政策

計値と出来

総合研究

クタを接続

が規定す

であること

ｱ 
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２.１.３ ワンマン測量と通常計測の違い 

記号 施工計画 － ④ 

質問者分類 監督職員 質問種別 要領 

質問：Ｑ 
ワンマン測量を導入するメリットはなにか？出来形管理の測量精度は変わるのか？ 

回答：Ａ ワンマン測量は、TS のオプション機能（利用者の自由選択）です。これを利用することで、通常は２人

での作業を１人で実施できます。ただし、計測精度に変化はありません。 

【補足説明】 
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２.１.４ ノンプリズム方式の扱いについて 

記号 施工計画 － ⑤ 

質問者分類 監督職員 質問種別 要領 

質問：Ｑ 施工計画書にノンプリズム計測により計測時間の短縮と安全性向上と記載されているが、TS 出来形管

理に該当するのか？また、ノンプリズム方式での計測とプリズム計測は何が違うのか？ 

回答：Ａ ①TS 出来形の管理要領では、出来形管理はプリズム計測で実施します。 

 

②ノンプリズム方式の特徴 

 TS の計測性能は、プリズムを正確に視準した場合の計測性能を表しています。 

一方、ノンプリズム方式については、その用途に応じて各メーカが独自に開発を行っており、計測精

度に対する精度や確認方法も多様です。ノンプリズム方式では、被計測点と TS の距離や角度によっ

て計測結果に大きな違いが発生する場合もあります。このため、TS 出来形管理としての利用できませ

ん。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①TS 出来形管理の計測方法         ②ノンプリズム方式による計測の特徴 

 

【補足説明】 

 

TS の視準軸と実際の計測箇所に違いが発生する

場合がある。 
TS 出来形管理以外での利用に制限は無い。施工

者の自主的な管理や確認には利用できる 

 

TSの視準軸 レーザの幅

計測対象
測りたい距離

測れる距離



 

２.１.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

ラウン

管理に

る寸法

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 

帳票

（仮の寸

 

 

 

 

 

 

 

５ ラウン

号 施工計

者分類 監督職

Ｑ 
ラウン

Ａ ○ラウ

TS を

曲線を

○法尻

法尻に

（法長

説明】 

ラウンディング

ンディング部の

に利用する場合

法や高さ（図の赤

法尻部につい

票作成時には、

寸法であること）

ンディング部

計画 － 

職員 

ンディング部の管

ウンディング部に

を用いた出来形

を沿ったラウンデ

尻部について 

については、現

長）を設定して出

グ部について 

の端部について

合には、下図のよ

赤色部分）を確定

いて 

仮に設定した設

）を受・発注者間

部の管理につ

⑥ 

質問種

管理は可能です

について 

形管理では、法長

ディング長さの管

現場擦りつけの場

出来形管理する場

下図の様に設

ような形状、寸法

定しておく必要

設計値が帳票に

間で事前に協議

7 

ついて 

種別 要領

すか。また、法尻

長は、法肩と法

管理はできませ

場合の設計寸法

場合もあります

定することで、施

法で管理するこ

要があります。

に記載されるた

議しておく必要

尻部はどのように

法尻の座標間距

せん。 

法は目安の場合

す。 

施工管理に利用

ことについて、受

ため、帳票に記

があります。 

に管理すればよ

距離を算出する仕

合もあり、データ

用することも可能

受・発注者間で事

記載されている値

よいですか。 

仕組みです。で

タ作成時は、仮

能です。ただし

事前に協議し、

値が設計値では

ですので、

の法尻点

し、出来形

目標とす

はないこと



 

２.２  

２.２.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

※ 

 

工事基準点の

１ 施工途

号 工事基

者分類 監督職

Ｑ 工事着

の報告

Ａ ①工

用

事

必

 

 ②基

 

 ③出

の

用

 

 

 

 

 

 

 

 

説明】 

TS を用いた

理しており、工

来形管理の実

工事の進捗に

の段階で工事

必要に応じて

の設置状況確

途中での工事

基準点 － 

職員 

着手前に設置し

告ありました。工

工事基準点の設

用する工事基準

事基準点の追加

必要です。（ 提

基本設計データ

出来形計測の途

のまま利用するこ

用する場合は、当

出来形管理で

工事基準点の精

実施前までに、測

によって、工事前

事基準点が埋も

て工事基準点を

確認段階 

事基準点の追

① 

質問種

している工事基

工事基準点の増

設置ルールに従

準点は、計測前

加は、基本設計

提出は、TS を用

タの再提出と同

途中で工事基準

ことが可能です

当該基準点を利

は、工事基準点

精度管理は重要

測量成果の提出

前の工事基準点

もれる、あるいは

増設することが

8 

追加について

種別 要領

基準点では足り

増設に伴い、基本

従って、工事基準

に基本設計デ

計データの変更

用いた出来形計

時に、追加した

準点を追加した

す。ただし、出来

利用した出来形

点を基準にした

要な項目の一つ

出と基本設計デ

点ではTSの距

は掘削により無

ができます。 

 

ないので、出来

本設計データの

準点を増設する

ータとして登録

に該当するため

計測を実施する前

た工事基準点に

た場合、追加す

来形計測に利用

形計測結果は再

た座標計測に基

つです。変更や

データの修正・提

距離制限の問題

くなる場合があ

来形測量前に工

の変更・再提出

ることが可能です

録しておく必要が

め、基本設計デ

前まで。） 

に関する測量成

する前に計測した

用した工事基準

再計測が必要で

基づいて目的構

追加を行った場

提出が必要です

から出来形が計

あります。このた

工事基準点を追

出は必要ですか

す。TS 出来形

があります。この

データの変更・

成果の提出も必要

た出来形計測

準点の座標を変

です。 

構造物の位置、

場合は、TS を

す。 
計測できない場

ため、施工の途

追加したと

？ 

形管理で利

のため、工

再提出が

要です。 

結果はそ

変更して利

寸法を管

を用いた出

場合、施工

中段階で



 

２.３  

２.３.

記

質問

質問

回答

【補足

※ 

と

管

す

 

 

 

 

 

 

 

※

法

 

基本設計デー

１ 道路線

記号 基本

者分類 監督

：Ｑ IC

形管

また

答：Ａ ①T

で

 

作

参

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足説明】 

TS 出来形管

基準となる線形

ができます。そ

管理で法面に直

することで、法面

※ただし、本方

法）について、発

ータの確認段

線形や法線以

本設計データ 

督職員 

部分の法面の

管理は可能です

た、効率的に施工

TS 出来形管理

で定義されていま

そこで、道路中

作成することで T

参照）。 

管理を応用して

形は、道路中心

そこで、発注図に

直交する基準とな

面に沿った法長な

法の管理結果

発注者と協議す

段階 

以外を利用し

－ ① 

質問種

ように線形（本線

すか？ 

工管理を行うた

理では、中心線

ます（右図 A）を

中心線に直交す

TSを用いた出来

図Ｂ） 本線

て効率的に施工

心線や堤防法線

に道路線形や堤

なる線を設定（

などの施工管理

果を出来形管理

する必要がありま

9 

した基本設計

種別 その他

線線形）の直交

ためのデータ作成

線形と、中心線に

を参照）。 

する横断図から

来形管理が実施

線部分に直交す

工管理を行う方法

線の他に、施工

堤防法線の直交

あるいは作成）

理を行うことがで

理とするには、施

ます。 

データの作成

交方向で定義さ

成方法はありま

に直交する横断

ら基本設計デー

施できます（下

する断面形状と

法（例） 

工や施工管理の

交方向に沿わな

し、その線を中

できます。 

施工図（出来形

成について 

れていない現場

ますか？ 

断形状

ータを

図Ｂ）

してﾃﾞｰﾀを作成

基準のとなる任

ない法面などが

中心線形として横

形管理を行う方向

図Ａ）

場で、TS を用

成 

任意の線形を定

がある場合、施

横断図（施工図

向や断面図上

基本設計ﾃﾞｰﾀの
完成イメージ

基本設計データの

用いた出来

定義するこ

工や施工

図）を定義

の設計寸

の

の基本構成



 

２.３.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 

２ オフセ

号 基本設

者分類 監督職

Ｑ 堤防工

横断図

率的に

Ａ ①設計

の横

の横

を入

 

※オ

オ

配の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明】 

設計図書の法

の記載値を利

セット機能を

設計データ 

職員 

工事の段階的な

図の中心位置が

に作成する方法

計図書で示され

横断形状を入力

横断形状を作成

入力する方法（下

オフセット機能を

オフセット機能を

の直線部分であ

法線の位置と出

利用します。記載

を利用した基

－ ② 

な完成形状の場

が異なる場合が

法はありますか？

れている法線に

力する方法（下

成し、中心線と横

下図右）がありま

利用したデータ

を利用すること

ある箇所に設け

来形管理の法

載がない場合は

10 

基本設計デー

質問種別 

場合や、道路の

があります。この様

？ 

沿った構造物の

図左）と、横断形

横断形状の中心

ます。どちらの方

タの作成のメリッ

とで、不要な変化

けられた変化点）

法線位置（横断図

は発注者が指示

タの作成に

その他

の暫定断面など

様な場合、基本

の場合は、横断

形状は形状の

心位置の差分（

方法でも、横断

ット 

化点（基本設計

）を演算・作成す

図の中心：上図

示を行う必要があ

ついて 

の場合、設計図

本設計データに

断図上に中心線

変化点（下図右

オフセット）を利

断形状は同じです

計データ作成の

する手間を削減

右の白丸の点

あります。 

図書で示される

に入力する横断

線の位置を作成

右の白丸）を中

利用して基本設

す。 

のために、本来

減できます。 

）関係について

る中心線と

断形状を効

成して左右

心に左右

設計データ

は一定勾

ては、図面



 

２.３.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 
※ 

 

３ 基本設

号 基本設

者分類 監督職

Ｑ 設計図

いる測

Ａ ①mm

で設

も、

の差

 

②無視

計デ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明】 

TS 出来形管

います。このた

差が発生する

現在、運用され

交換標準（案

存在しています

名を手動で変

が搭載されて

設計データと

設計データ 

職員 

図書のデータか

測点座標が僅か

m 単位で施工

設定すると累加

数 mm 程度で

差が表示されて

視できない程の

データの確認を

管理システムでは

ため、曲線部な

る場合があります

れている TS を

）Ver2.0 対応と

す。現時点では

変更することが可

ています。 

と設計図書の

－ ③

質問種

から入力した結

かにずれている部

工に問題が生じな

距離が数 mm

で施工や施工管

ている場合は、そ

の差が発生してい

を施工者に指示

は、設計図書の

どでは、設計図

す。 

を用いた出来形

と 2013 年秋以

は、Ver2.0 がほ

可能で、帳票な

11 

のデータに差

種別 その他

果、基本設計デ

部分があります

ない場合は、無

m ずれることにな

管理上問題が生

その理由につい

いる場合は、設

示してください。

の線形要素デー

図書で示されて

形管理システムは

以降に運用が始

ほとんどですが、

などの記載時に

がある場合

データで作成し

す。対処法を教え

無視できます。測

なります。その結

生じない場合は

いて、施工者に確

設計図書のデー

ータから線形を

ている数値精度と

は、2013 年秋ま

始まった施工管理

Ver4.0 対応の

は、累加距離の

した測点座標と

えてください。 

測点座標の差が

結果が帳票に自

は無視できます。

確認する必要が

ータに不備があ

構築し、再度、

との違いなどか

までに発売され

理データ交換標

のソフトウェアで

の僅かなずれを

と設計図書に記

がある場合、測

自動的に記述さ

。ただし、帳票で

があります。 

ある可能性があり

測点の再計算

から数mm程度

れていた施工管

標準（案）Ver4.
では帳票作成時

を修正して管理

記載されて

測点を座標

される場合

で数 mm

ります。設

算を行って

の計算誤

管理データ

.0 対応が

時等に測点

理する機能



 

２.３.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 

４ 複数線

号 基本設

者分類 監督職

Ｑ IC 部

てくだ

Ａ ①TS

可能

②本線

つ以

記録

 

【複数

本線

る必要

時には

TS

がれる

 

 

 

 

 

説明】 

データ作成に

す。それ以外

来形管理とし

受・発注間で

線形に対する

設計データ 

職員 

部分などでは複数

ださい。 

を用いた出来

能です。 

線を中心とした

以上の基本設計

録を行うことで対

数線形部分で施

線部とランプ部

要がある。この場

は基本設計デー

出来形管理シ

るため、TS の再

にルールはあり

外のデータ作成

して実施する場

で協議しておく

る位置関係を

－ ④

質問種

数の線形に対す

来形管理では、複

横断形状と、ラ

計データの管理

対応できます。

施工管理と出来形

から構成され、

場合、下図のよう

ータを切り替えて

システムでは、現

再設置不要でデ

りませんが、T
成や活用につい

場合は、出来形

く必要がありま

12 

を管理する方

種別 その他

する出来形管理

複数の基本設

ランプ線形に対

理点に対応する

形管理を効率的

接合部分では

うに複数の線形

て、各々の出来

現場で基本設計

データを切り替え

TS を用いた出

いては、施工者

形寸法や線形デ

ます。 

法について

理を行う必要が

計データを準備

対する横断形状

る場合は、複数

的に行うための

は、本線に対す

形を別々の基本

来形管理を実施

計データを切り替

えることができる

出来形管理では

者の任意で作成

データについて

がある。この様な

備し、現場で切

状を作成し、１つ

数の基本設計デ

データ作成例】

る幅員とランプ

本設計データとし

施する。 

替えても TS の

る。 

は設計図書との

成することがで

て設計図書の

な場合の対応方

切り替えて利用す

つの出来形計測

データを切り替え

】 

プに対する幅員

して作成し、出

の設置位置情報

の整合性が必

できます。た

１つとして扱

方法を教え

することが

測箇所が２

えて２回の

を管理す

来形管理

報が引き継

須条件で

だし、出

うことを



 

２.３.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 

 

 

５ 法面が

号 基本設

者分類 監督職

Ｑ 
法面が

Ａ 設計

指示用

TS

ありま

データ

ただ

断図等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明】 

このような事

が参照する線

設計データ 

職員 

が参照する線形

計図書の断面方

用のデータを勘

出来形管理の

すので、以下の

タ作成することも

だし、側道部に直

等は、受発注者

事例は、河川堤

 

線形に直交し

－ ⑤

質問種

形に直交していな

方向と施工管理

勘案したデータ作

データを施工指

のような本線部と

もできます。 

直交した横断図

者間で協議して決

堤防の坂路や車

13 

していない場

⑤ 

種別 その他

ない場合のデー

理（丁張り）の方

作成も考慮する

指示用に活用す

と側道部を有す

図が発注図に含

決定する必要が

車線の拡幅部の

合 

ータ作成方法を

方向が異なる場

る必要があります

する場合は、法

する工事では、本

含まれていない

があります。 

の法面等があり

を教えてください

場合の対応につ

す。 

法肩に対して、法

本線部と側道部

い場合も考えられ

ります。 

い。 

ついて、丁張設置

法面が直交であ

部の２つの線形

れますので、参

置等施工

ある必要が

形に分けて

参照する横



14 
 

２.３.６ 発注図に記載のない項目や不整合がある場合 

記号 基本設計データ － ⑥ 

質問者分類 監督職員 質問種別 その他 

質問：Ｑ 設計図書の寸法に記載のない箇所のデータをどのように作成しますか？また、横断図に記載されてい

る寸法と CAD 等での算出値が合致しない場合はどのようにすればよいですか。 

回答：Ａ 当該工事完了時の出来形寸法が横断図に明示されていない場合や図面に不整合がある場合は、受・

発注者と早期に協議し、TS 出来形管理のデータ作成に必要となる形状や寸法等を明確にしておくこ

とが必要です。 

 

a)横断図の寸法の記載がない 

仕上がりの路面幅の寸法は記載されているが、当該工事の土工に幅員などが寸法として明記され

ていない場合が考えられます。右図のように、出来形管理に必要な寸法を明示した横断図等を作成

し、受発注者間で協議することが考えられます。 

 

b)横断図の寸法と CAD での算出値との不整合 

発注図に示された道路幅員の寸法およびと法面の勾配値と CAD 等による算出値が、丸め等によ

って異なる場合が考えられます。 

 

 

【補足説明】 

※ 余盛りや施工余裕を設定する場合も、協議の上で寸法を確定した上で、これを反映した基本設計ﾃﾞｰﾀ

を作成します。 

 

 

W1 W2W3 W4

黒線：設計図

W1 W2W3 W4

W5

W6 W7

1%

赤線：TSを用いた出来形管理の完成形
状と必要な横断寸法の例

黒線：設計図

発注図 TS出来形管理に必要な図面情報（赤線）

12000

6000 6000

1%

赤線：TSを用いた出来形管理の完成形
状と必要な横断寸法の例

CADの算出値：5998

寸法や勾配の丸
め等によって、記
載寸法とCAD算出

値が異なる場合
があります。



 

２.４  

２.４.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

※ 

 

 

出来形管理状

１ 任意点

号 出来形

者分類 監督職

Ｑ 任意断

Ａ  

①TS

にお

   3

シス

 

 

 

 

 

 

 

②、断

が線

 

 

 

 

 

 

説明】 

 コンピュー

高価なシステ

て表現してい

 TS 出来形

面の再現方法

す。 

状況確認・検

点の設計デー

形管理・検査 

職員・検査職員

断面における出

を用いた出来

おいても同様に

3 次元のビュー

ステム内の計算

断面間で拡幅な

線形に沿って算

ータによる 3 次

テムになります

います。 
管理システム

法としては、求

３次元ビュ

検査段階 

ータの算出方

－ ①

員 質問種

出来形管理時の

来形管理では、作

に設計値が算出

ーワ等では入力

では線形に沿っ

などの形状に変

算出されます。

次元の可視化に

す。このため、

においては、

求める測点の 2

ューワでの確認形

15 

方法について

① 

種別 要領 

の設計値の算出

作成した線形に

出されます。 

力した測点の間が

った曲線で設計

変化がある場合は

において、曲線

多くの 3 次元

3 次元の可視化

2 次元横断図を

形状

 

出方法を教えてく

に沿って横断形

が直線で表現さ

計データが演算

は、断面間の距

線を精緻に表現

元のビューで

化に対する制

を求めてから

ＴＳ出来
内での再

ください。 

形状が当てはめ

されています（下

算されています

距離に応じて比

現するプログ

は作成した断面

限は設定されて

3 次元化する

来形管理システム
再現形状イメージ

られており、任

下図左）が、出

（下図右）。 

比例配分された横

ラムおよび描

面間を直線的

ていませんが

ことが決めら

ム
ジ

任意の断面

来形管理

横断形状

画機能は

な面とし

、設計断

れていま



 

２.４.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

※ 

※ 

 

２ 任意点

号 出来形

者分類 監督職

Ｑ 任意断

Ａ  

TS

理ソフ

 

①任意

確認

点が

   □

   □

   □

②任意

 確認

   □

   □

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ａ

 

説明】 

任意断面の出

任意断面の出

成される管理

施工管理デー

点の出来形管

形管理・検査 

職員 

断面における出

を用いた出来

フトウェアが自動

意の断面におい

認できます（下図

が必要な幅員や

□計測点が存在

□対象点との標

□対象点との断

意断面内におい

認できる項目は、

□計測点が存在

□断面方向の水

Ａ 管理対象部

出来形計測結果

出来形管理では

理項目は計測で

ータ交換標準に

管理機能につ

－ ②

質問種

出来形管理機能

来形管理では、従

動的に演算し、以

いて、法肩や法

図左 図Ａ））。

や法長の算出は

在する測点 （図

標高差（図Ａでは

断面方向の水平

いて、当該位置

、以下の２つ

在する測点 （図

水平離れ位置に

部位との差の確認

果は帳票ソフト

は、断面内の２

できません。

には、任意断面

16 

ついて 

② 

種別 機能 

能とはどのような

従来の横断図に

以下の２つの方

法尻といった管理

確認できる項

はできません。

図Ａでは、N0.1

は、ΔH） 

平離れ（図Ａでは

置における設計値

図Ｂでは、N0.1

における設計値

認   図Ｂ 任

トウェアには掲

２点を計測する

面の計測結果も

な機能ですか。

に記載されてい

方法で設計値との

理部位（変化点

項目は以下の３項

10＋4.553） 

は、ΔW） 

値との高さの差

1＋6.213） 

値との標高差（図

任意位置におけ

（丁

掲載されません

ることが難しい

も記録されてい

いる断面以外の

の差を確認する

点の端部との差）

項目です。任意

差が確認できます

図Ｂでは、ΔH）

ける設計高さの確

丁張りの確認にも

ん。 
いため、法長や

います。 

の任意の断面を

ることが可能です

）の設計値に対

意断面の管理機

す（下図右 図Ｂ

 

確認 

も利用可能） 

や幅員などの

出来形管

す。 

対する差が

機能では２

Ｂ）。 

２点で構



 

２.４.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足説

※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一の

３ 出来形

号 出来形

者分類 監督職

Ｑ TS出

漏れの

Ａ  

基本

一にす

基本

帳票に

出来

しま

 

 

 

 

 

 

説明】 

TS を用いた出

次元形状の種

組みになって

れてしまいます

の横断形状部分

形管理帳票の

形管理・検査 

職員 

来形管理システ

の有無を確認し

本設計データ作

すると、帳票がバ

本設計データ作

に作成されるか

来形計測後（帳

う等の問題が発

出来形管理シス

種別を定義でき

ています。このた

す。 

分を別々の横断

（解決策：同

の統合につい

－ ③

質問種

テムから出力し

し難かった。帳票

作成時に、連続

バラバラになりま

作成段階（計測

か確かめてお

帳票作成時）に

発生します。

ステムは、多様な

きるようになって

ため、基本設計デ

断種別として定

同一の帳票に並

17 

いて 

③ 

種別 その他

した帳票が測点

票がばらばらに

続する測点で同

ません（下図参

測データ無し）

くことで事前

に、基本設計デ

な土木構造物に

ています。また、

データ作成時に

定義した基本設

並べたい区間の

毎に分かれてお

にならないデータ

同一帳票に記載

参照）。 

）で、帳票作成

に確認できます

データを編集す

に対応できるよ

帳票作成時に

に、測点毎に別

設計データを用

の横断形状種別

おり、全体として

タ作成はあります

載したい断面で

成を実行し、連

す。 

すると計測点

う、基本設計デ

は、この種別毎

別の種別として定

用いた帳票の例

別は同じにする

てのバラつき管

すか？ 

では横断形状の

連続する測点

との関係が無

データとして作成

毎に帳票が作成

定義すると帳票

例 

る） 

理や計測

種別を同

が同一の

くなって

成された 3
成される仕

票が分割さ
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２.４.４ 出来形管理帳票の作成方法について 

記号 出来形管理・検査 － ④ 

質問者分類 監督職員 質問種別 機能要求仕様 

質問：Ｑ 現場で複数台の TS を用いて出来形管理を実施している場合に、別々の帳票で提出されると、全体と

してのバラツキ管理や計測漏れの有無を確認し難かった。帳票がばらばらにならないデータ作成はあ

りますか？ 

回答：Ａ 帳票作成ソフトウェアでは、同一の基本設計データで計測されている場合に限って計測点の追加が

可能です。一方の基本設計データに編集が加えられている場合は追加できません。 

 

【例１：出来形計測を２つ以上の TS で実施】 

  同一の基本設計データを２台の出来形管理 TS に搭載し、計測後に帳票作成ソフトウェアで２台分

の計測結果を合わせることができます。 

 

 

 

 

 

【例２：基本設計データの部分的な修正や追加伴う場合のデータ追加】 

出来形計測データを含む施工管理データを「基本設計データ作成ソフトウェア」に取り込み、基本設

計データの編集を行った後に、再度、出来形管理用 TS に搭載する機能（オプション）を有しているソ

フトウェアもあります。ただし、出来形計測下箇所の設計データを編集すると出来形計測点と設計デー

タとの関連が保持できなくなる可能性があります。 

 

 

 

【補足説明】 

※ 基本設計データの編集は設計形状の変更に伴うと想定され、出来形計測の実施前に変更について協議が必

要です。このため、出来形計測後に設計データを編集する機能は帳票作成ソフトウェアの必須機能として実装

されていません。 

 

基本設計データ作成
ソフトウェア

基本設計データ

出来形管理ＴＳ（１台目）

出来形管理ＴＳ（２台目）

帳票作成
ソフトウェア

基本設計データ

基本設計データ＋計測データＡ

基本設計データ＋計測データＢ

基本設計データ
の修正

基本設計データ作成
ソフトウェア

基本設計データＡ

出来形管理ＴＳ（１台目）

出来形管理ＴＳ（１台目）
帳票作成

ソフトウェア

基本設計データＢ ＋ 計測データＡ

基本設計データ＋計測データＡ

基本設計データ
＋計測データＢ



 

２.５  

２.５.

記号

質問者

質問：Ｑ

回答：Ａ

【補足

※ 

 

 

 

その他 

１ 基本設

号 その他

者分類 監督職

Ｑ TS

ガイダ

Ａ  

TS

の他の

既に

構成す

ソフトウ

 

【利用

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足説明】 

TS を用いた出

は中心線形に

させています。

に沿っていな

拡幅がある場

ます。 

設計データの

他 － 

職員 

を用いた出来形

ダンス）で利用で

を用いた出来形

の情報化施工機

に、いくつかのソ

する座標点を出

ウェアとの連携も

例】 

出来形管理の設

に沿って横断形

。法面の方向が

ない箇所や、断

場合は、右図の

の活用 

① 

質問種

形管理で作成し

できますか。 

形管理では、土

機器の設計形状

ソフトウェアメー

出力（CSV、テキ

も改善が図られ

設計データ

形状を変化

が中心線形

断面形状の

の形状となり

19 

種別 施工 

したデータをそ

土工の完成形状

状が同じ場合は

ーカの設計デー

キスト形式、land

れています。 

その他の情報化

状の横断形状を

は利用が可能で

ータ作成ソフトウ

dxml 形式）する

施工技術（マシ

を作成しています

です。 

ウェアでは、仕上

る機能なども搭

シンコントロール

す。土工の完成

上がり形状の面

搭載されており、

ルやマシン

成形状とそ

面データを

MC 用の
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